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（連結注記表） 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

連結の範囲に関する事項 

 

１ 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称等 

 連結子会社の数   76社 

主要な会社名 

(株)日本ファインケム、国華産業(株)、(株)ＪＳＰ、JSP INTERNATIONAL GROUP LTD.、

(株)フドー、MGC PURE CHEMICALS AMERICA,INC.、MGCフィルシート（株）、THAI POLYACETAL 

CO.,LTD.、三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限公司、MGC エレクトロテクノ（株）、MGC 

ELECTROTECHNO(THAILAND)CO.,LTD.、（株）東京商会、菱江化学（株）、菱陽商事（株）、

MITSUBISHI GAS CHEMICAL SINGAPORE PTE.LTD.、MITSUBISHI GAS CHEMICAL AMERICA, INC. 、

MGC MONTNEY HOLDINGS LTD． 

  

 エイ・ジイ・インタナショナル・ケミカル（株）は事業活動の終了により重要性が低下したた

め、連結の範囲から除外しております。 

(株)ＪＳＰ及び JSP INTERNATIONAL GROUP LTD.他 34 社は(株)ＪＳＰ株式の追加取得に伴い、

連結の範囲に含めております。 

MGC MONTNEY HOLDINGS LTD．は設立及び増資に伴い、重要性が増したため、連結の範囲に含め

ております。 

 

２ 主要な非連結子会社の名称等 

主要な会社名 

AGELESS (THAILAND)CO,.LTD. 

 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金のうち持分に見合う額等からみ

て、いずれも、それぞれ小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除外しております。 

 

持分法の適用に関する事項 

 

１ 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した非連結子会社の数  1社 

主要な会社名 

JSP FOAM PRODUCTS HONG KONG LTD. 

 

(株)ＪＳＰ株式の追加取得に伴い、JSP FOAM PRODUCTS HONG KONG LTD. を持分法適用の範囲

に含めております。 

 

持分法を適用した関連会社の数   12社 

主要な会社名 
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日本・サウジアラビアメタノール（株）、METANOL DE ORIENTE,METOR,S.A.、BRUNEI METHANOL 

COMPANY SDN.BHD.、三菱エンジニアリングプラスチックス(株)、韓国エンジニアリング

プラスチックス(株)、THAI POLYCARBONATE CO.,LTD.、日本ユピカ(株) 

 

   日本アクリエース(株)は株式を売却したことに伴い、持分法適用の範囲から除外しております。 

   水島アロマ(株) は事業活動の終了により重要性が低下したため、持分法適用の範囲から除外し

ております。 

   (株)ＪＳＰは株式の追加取得に伴い、持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めており

ます。また、(株)ＪＳＰの持分法適用関連会社である山陰化成工業(株)を持分法適用の範囲に含

めております。 

 

２ 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等 

主要な会社名 

（非連結子会社） AGELESS (THAILAND)CO,.LTD. 

（関 連 会 社 ） POLYXYLENOL SINGAPORE PTE. LTD. 

 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益のうち持分に見合う額及び

利益剰余金のうち持分に見合う額等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないの

で持分法を適用しておりません。  

 

連結子会社の事業年度等に関する事項 

 

  連結子会社の事業年度は MGC PURE CHEMICALS SINGAPORE PTE.LTD.、巨菱精密化学股份有限公司、

他 31社を除き連結決算日と同一であります。上記会社の決算日は 12月 31日であり決算日現在の個

別財務諸表を使用しております。ただし１月１日から連結決算日までの間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。 

 

  MITSUBISHI GAS CHEMICAL SINGAPORE PTE.LTD.、MITSUBISHI GAS CHEMICAL AMERICA,INC.、MGC PURE 

CHEMICALS AMERICA,INC.、THAI POLYACETAL CO.,LTD.、MGC ELECTROTECHNO(THAILAND)CO.,LTD.は決

算日を３月 31日に変更しております。これらの会社の平成 26年１月 1日から平成 26年３月 31日

までの損益は、利益剰余金に直接計上しております。これにより、利益剰余金は 160百万円増加し

ております。 

 

 

会計処理基準に関する事項 

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的債券 ---------------- 償却原価法（定額法） 

 

その他有価証券 

時価のあるもの -------------- 主として決算期末日前一ヶ月間の市場価格等の平均に基

づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 
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時価のないもの -------------- 移動平均法による原価法 

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

３ デリバティブの評価基準  主として時価法 

 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産（リース資産を除く）-- 当社及び連結子会社は、主として定額法 

 

 

無形固定資産（リース資産を除く）-- 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20年３月 

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。  

 

 

５ 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金 --------- 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

賞与引当金 --------- 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。 

 

事業構造改善引当金 ---  不採算事業の構造改革に伴い発生が見込まれる損失に備えて、合理的

な見積もり額を計上しております。 

 

役員退職慰労引当金 -- 当社及び一部の連結子会社は役員及び執行役員の退職慰労金の支出に

備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  

環境対策引当金 ----- 当社は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法」によって、処理することが義務づけられているポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の処理費用に充てるため、日本環境安全事業株式会社か

ら公表されている処理料金に基づき算出した処理費用及び運搬費用等

の見込額を計上しております。 
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６ ヘッジ会計の方法 

 

ヘッジ会計の方法 --- 金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用しております。 

 

ヘッジ手段とヘッジ対象 金利スワップは借入金に伴う金利取引をヘッジ対象としております。 

 

ヘッジ方針 --------- デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的

によるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

 

７ のれんの償却方法及び償却期間 投資対象ごとに投資効果の発現する期間を見積もり、20年以

内で均等償却しております。  

 

８ その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

 

退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。 

なお、当社は退職給付信託を設定しております。 

退職給付見込額の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

 過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１

０年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１０年）による定率法で翌連結会計年度から費用処理しております。 

 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

消費税等の処理方法   税抜方式によっております。 

 

 

 

会計方針の変更に関する注記 

１ 退職給付に関する会計基準等の適用 

 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成

27 年３月 26 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給

付適用指針第 67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、

割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従って、

当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰

余金に加減しております。 

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が 270百万円増加し、利益剰余金が 52百万
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円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への

影響は軽微であります。 

 

２ 売上計上基準の変更 

 

当社及び国内連結子会社では、従来、主として出荷基準により売上高を計上しておりましたが、当

連結会計年度より、主として検収基準に変更しております。 

 当社グループの売上計上基準を検討した結果、当社及び国内連結子会社の売上計上基準を主として

検収基準に変更することにより、会社の経済的実態をより適切に反映できると判断いたしました。ま

た、当社グループの海外連結子会社は主として検収基準により売上高を計上しておりますが、当社グ

ループ内における売上計上基準の統一を図ることが重要であると考え、売上計上基準の変更準備を進

めて参りました。当該変更準備が完了したことから、当社及び国内連結子会社の売上計上基準を主と

して検収基準へ変更しております。 

 当該会計方針の変更は遡及適用されております。 

 なお、当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の当期

首残高は 279百万円減少しております。 

 

 

連結貸借対照表に関する注記 

 

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 

土地 6,233百万円  

建物及び構築物 2,593百万円  

機械装置及び運搬具 2,680百万円  

投資有価証券（注） 15,424百万円  

  計 26,932百万円  

  

  (注）BRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の借入金に対して同社株式 14,539百万円を、水島エコ

ワークス（株）の借入金に対して同社株式 46百万円を、湯沢地熱(株)の借入金に対して同社株

式 838百万円を担保に供しております。 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

 

短期借入金 370百万円  

1年内返済予定長期借入金 556百万円  

長期借入金 1,258百万円  

  計  2,185百万円  

 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額            540,224百万円 

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 

３ 保証債務                       3,074百万円 

 



6 

 

４ 手形債権譲渡に伴う買戻義務額              12百万円   

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１ 発行済株式数に関する事項 

普通株式                      483,478,398株 

 

２ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 26年 5月 26日 

取締役会 
普通株式 2,710百万円 6円 00銭 平成 26年 3月 31日 平成 26年 6月 6日 

平成 26年 11月 5日 

取締役会 
普通株式 3,161百万円 7円 00銭 平成 26年 9月 30日 平成 26年 12月 5日 

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 27年 5月 26日 

取締役会 
普通株式 3,161百万円 利益剰余金 7円 00銭 平成 27年 3月 31日 平成 27年 6月 8日 

 

 

金融商品に関する注記 

１ 金融商品の状況に関する事項 

 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、主に将来の資金繰り計画に照らして、必要な資金を調達（主に銀行借入や社

債発行）しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資

金は主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために

利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務であ

る支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。営業債権債務の一部は、外貨建てで

あり、為替の変動リスクに晒されていますが、原則としてネットしたポジションについて先物為

替予約を利用してヘッジしております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備資金及び運転資金

として必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金

利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジ

しております。 

 デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的
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とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利や為替レートの変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした金利スワップ取引、通貨スワップ取引等であります。 

 なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針については、前述の「会計処

理基準に関する事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、売上債権管理規程等に従い、営業債権について、各事業部門における

営業管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。満期

保有目的の債券は、余剰資金運用規則に従い、随時現金化可能な債券で運用しております。 

 当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資

産の貸借対照表価額により表わされております。 

 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社及び一部の連結子会社が市場リスク等のある取引を行う場合は、財務規程やデリバティブ

管理規則等に基づき、財務担当部門が担当役員等の決裁権限者の承認を得て行っております。 

 外貨建ての営業債権債務及び余剰資金について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに

対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。また、借入金に係る支払金利

や為替レートの変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引、通貨スワップ取引などを利用

しております。 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しておりま

す。 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社及び連結子会社は、財務担当部門が必要に応じ、資金繰り計画を作成・更新するとともに、

手許流動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

 

平成 27年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 

((注)2を参照ください。） 

（単位：百万円） 

 

連結貸借対照

表 

計上額 

時価 差額 

（１）現金及び預金  62,327 62,327 － 

（２）受取手形及び売掛金  152,711 152,711 － 

（３）有価証券及び投資有価証券 78,527 76,655 △ 1,872 

資産計 293,567 291,695 △ 1,872 

（１）支払手形及び買掛金 79,323 79,323 － 

（２）短期借入金  104,155 104,155 － 

（３）未払費用  14,676 14,676 － 

（４）リース債務（流動負債） 1,474 1,474 － 

（５）社債  25,000 24,991 △ 8 

（６）長期借入金 69,932 70,875 942 

（７）リース債務（固定負債） 15,052 15,078 26 

負債計 309,615 310,574 959 

デリバティブ取引    

① ヘッジ会計が適用されていないもの （245） （245） － 

② ヘッジ会計が適用されているもの － （49） （49） 

デリバティブ取引合計 （245） （294） （49） 

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で示しております。 

 

（注）1. 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

（3）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又

は取引金融機関から提示された価格等によっております。 

負 債 

（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払費用、（4）リース債務（流動負債） 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

（5）社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。 

（6）長期借入金、（7）リース債務（固定負債） 

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関等から提示された価格によっておりま

す。 

（注）2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（*） 103,860百万円 

（*）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

 

 

賃貸等不動産に関する注記 

 

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 

 

１ 賃貸等不動産の概要 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地及び建物を所有してお

ります。 

 

２ 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法 

 

連結貸借対照表計上額 
当期末の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

3,238百万円 2,437百万円 5,675百万円 9,073百万円 

 

(注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。 

   2. 主な変動 

増加  ㈱ＪＳＰの連結子会社化に伴う同社の賃貸等不動産の増加 1,945百万円 

   3. 時価の算定方法 

主として路線価等の指標に基づく金額であります。 

 

３ 賃貸等不動産に関する損益 

当該賃貸等不動産に係る賃貸損益                335百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額                       835円 23銭 

１株当たり当期純利益金額                     98 円 26銭 

 

 

その他の注記 

１．減損損失に関する注記 

  重要な減損損失 

場所 用途 種類 減損損失 

愛知県豊田市 電子材料製造設備 機械装置 他 519 百万円 

 

  当社及び連結子会社は、原則として事業用資産については継続的に損益を把握している管理会計

上の区分を基礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握してお

ります。 

  連結子会社が保有する電子材料製造設備について、収益性の低下により帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。 

  また、上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

２．事業構造改善費用に関する注記 

事業構造改善費用は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の不

採算事業の構造改革に伴う費用であります。 

事業構造改善費用の内訳は、事業構造改善引当金繰入額 446百万円、減損損失 414百万円、その

他の損失 141百万円であります。 

 

  事業構造改善費用に含めた重要な減損損失 

場所 用途 種類 減損損失 

新潟県新潟市 天然ガス系化学品製造設備 機械装置 他 402 百万円 

 

当社は、原則として事業用資産については継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分

を基礎としてグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに把握しております。 

  天然ガス系化学品製造設備の一部について、設備停止の意思決定により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上しております。 

  なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値測定に用いた将来キャッシュ・フ

ローは、残存使用期間が概ね１年であり、回収可能価額を算定する上で重要性がないため、割引計

算は行っておりません。 

また、上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

   

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成 27年法律第２号）が平成 27年 3月 31日に公布され、平成 27年 4月 1日以後に開始す

る連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 35.6％から平成 27 年４月１日に開始
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する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については 33.1％に、平成 28 年４月１日に開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。 

  この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は 812百万円

減少し、法人税等調整額が 111百万円増加、その他有価証券評価差額金が 937 百万円増加、退職給

付に係る調整累計額が 2百万円減少しております。 

また、欠損金の繰越控除制度が平成 27年 4月 1日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の

所得の金額の 100分の 65相当額に、平成 29年 4月 1日以後に開始する連結会計年度から繰越控除

前の所得の金額の 100 分の 50 相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の額は

102百万円減少し、法人税等調整額は 102百万円増加しております。 

 

４．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 

（個別注記表） 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的債券 ---------------- 償却原価法（定額法） 

 

子会社株式及び関連会社株式 ------ 移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの -------------- 主として決算日前一ヶ月間の市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの -------------- 移動平均法による原価法 

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

３ デリバティブの評価基準  時価法 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産（リース資産を除く）-- 定額法 

 

無形固定資産（リース資産を除く）-- 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 

５ 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金 ---------- 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

賞与引当金 ---------- 従業員の賞与の支払いに備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。  
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事業構造改善引当金 --- 不採算事業の構造改革に伴い発生が見込まれる損失に備えて、合理的

な見積もり額を計上しております。 

 

退職給付引当金 ------- 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

             なお、当社は退職給付信託を設定しております。 

             退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。  

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（１０年）による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率法で翌事業年度より費

用処理しております。 

 

役員退職慰労引当金 ---- 役員及び執行役員の積立型退任時報酬制度による退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  

  

環境対策引当金 -------- 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」

によって、処理することが義務づけられているポリ塩化ビフェニル廃

棄物の処理費用に充てるため、日本環境安全事業株式会社から公表さ

れている処理料金に基づき算出した処理費用及び運搬費用等の見込額

を計上しております。 

 

６ ヘッジ会計の方法 

 

ヘッジ会計の方法 --- 金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用しております。 

 

ヘッジ手段とヘッジ対象 金利スワップは借入金に伴う金利取引をヘッジ対象としております。 

 

ヘッジ方針 --------- デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的

によるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

 

 

 

 

７ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   

退職給付に係る会計処理 

     退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

消費税等の処理方法   税抜方式によっております。 
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会計方針の変更に関する注記 

１ 退職給付に関する会計基準等の適用 

 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年 5月 17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成

27年 3月 26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び

勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ

変更、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従って、

当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰

余金に加減しております。 

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 223百万円増加し、繰越利益剰余金が 223百万円

減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微で

あります。 

  

２ 売上計上基準の変更 

 

 当社では、従来、出荷基準により売上高を計上しておりましたが、当事業年度より、検収基準に変

更しております。 

 当社の売上計上基準を検討した結果、売上計上基準を検収基準に変更することにより、会社の経済

的実態をより適切に反映できると判断いたしました。 

 当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は当事業年度の期首の純資産

の帳簿価額に反映されております。 

 この結果、株主資本等変動計算書の利益剰余金の遡及適用後の繰越利益剰余金の期首残高は 239百

万円減少しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

 

１ 担保に供している資産 

 

担保に供している資産 

投資有価証券（注）1          46百万円 

関係会社株式（注）2       11,306百万円 

 

（注）1.水島エコワークス（株）の借入金の担保に供しております。 

2.BRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.及び湯沢地熱(株)の借入金の担保に供しております。 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額   289,345百万円   

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 

３  有形固定資産の取得価額から控除している収用等による圧縮記帳額は 1,701百万円であり、その

内訳は建物 791 百万円、構築物 439 百万円、機械装置 449 百万円、工具・器具・備品 20 百万円

であります。 
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４ 保証債務  関係会社等の借入金等に対し保証を行っております。  

37,622百万円 

 

 

５ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 

短期金銭債権    81,209百万円 

長期金銭債権     1,838百万円 

短期金銭債務    41,276百万円 

 

 

損益計算書に関する注記 

 

関係会社との取引高 

 

営業取引による取引高 

売上高    231,415百万円 

仕入高    154,720百万円 

営業取引以外の取引による取引高   49,105百万円 

 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式     31,819,177株 

 

 

税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

 

繰延税金資産の発生の主な原因 

繰越欠損金     9,976百万円 

退職給付関係    5,931百万円 

 

      なお、繰延税金資産は、評価性引当額を控除して計上しております。 

 

繰延税金負債の発生の主な原因 

退職給付信託設定益  △ 1,481百万円 

固定資産圧縮積立金  △ 1,301百万円 
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（追加情報） 

法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27年法律第 9号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成 27年法律第 2号）が平成 27年 3月 31日に公布されたことに伴い、平成 27年 4月 1

日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 35.6％から平成 27年 4月 1

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 33.1％に、平成 28 年 4 月 1 日に

開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、32.3％となります。 

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が 941百万円、

法人税等調整額が 57百万円、それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金は 884百万円増加してお

ります。 

 また、欠損金の繰越控除制度が平成 27年 4月 1日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得

の金額の 100分の 65相当額に、平成 29年 4月 1日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得

の金額の 100分の 50相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の額は 102百万円

減少し、法人税等調整額は 102百万円増加しております。 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

 

ファイナンス・リース取引について通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っていない

場合のリース物件に係る事項 

 

１ 事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

      （単位：百万円） 

 
取得原価 

相当額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相当額 

機械装置 726 538 188 

合計 726 538 188 

 

 

２ 事業年度の末日における未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 80百万円  

１年超 107百万円  

合計 188百万円  
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関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

 （単位：百万円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注）5 
科目 

期末残高 

（注）5 

子会社 MGC ﾌｧｲﾅﾝｽ（株） 
所有 

直接 100.0％ 

資金の借入

等 

資金の借入 

（注）1 
－ 

短期 

借入金 
8,941 

債務保証 

（注）2 
5,000 － － 

子会社 
三菱瓦斯化学工程塑

料（上海）有限公司 

所有 

直接  91.05％ 
債務保証等 

債務保証 

（注）2 
19,990 － － 

合成樹脂製

品の購入 

（注）3 

3,758 － － 

子会社 
MGC ELECTROTECHNO 

(THAILAND)CO.,LTD. 

所有 

間接 100.0％ 
債務保証等 

債務保証 

（注）2 
5,986 － － 

関連会社 
BRUNEI METHANOL 

COMPANY SDN.BHD. 

所有 

直接  50.0％ 

担保の提供

等 

担保提供 

（注）4 
12,771 － － 

(注）1. グループファイナンスに伴う借入であり、借入条件は市場金利に基づいて決定してお

ります。 

   2. 各社の借入に対し、無償で債務保証を行っております。 

     3.  関係会社の支援を目的に行った製品の購入によるものであります。 

      4.  BRUNEI METHANOL COMPANY SDN.BHD.の金融機関からの借入金に対し、当社が保有する 

同社株式を担保提供しております。この担保提供に伴う金銭の授受はありません。な 

お、取引金額には、担保に係る債務の期末残高を記載しております。 

     5. 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

  １株当たり純資産額        492円 90銭 

 

  １株当たり当期純利益金額         94 円 89銭 

 

その他の注記 

１ 事業構造改善費用に関する注記 

 

事業構造改善費用は、当社グループで進めている芳香族化学品事業、天然ガス系化学品事業の不採

算事業の構造改革に伴う費用であります。 

事業構造改善費用の内訳は、事業構造改善引当金繰入額 446百万円、減損損失 414 百万円、その他

の損失 141百万円であります。 

       

２ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

以 上 




